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皆さん、こんにちは。私、気象庁にて気候変動
業務の計画の立案と推進を担当する部署である気
候変動対策推進室にて室長を務めております経田
と申します。今日はこのような機会にお招きいた
だきましてありがとうございます。どうぞよろし
くお願いします。

Japan  Meteorological  Agency

日本の気候変動に関する最新動向
令和7年11月27日第29回海岸シンポジウム
気象庁大気海洋部気象リスク対策課気候変動対策推進室長 経田正幸

私からは、本日のテーマ「気候変動を踏まえた
海岸保全対策」の前半に関するところで、「日本の
気候変動に関する最新動向」と題しまして、対策
のための気候変動情報、特に日本の状況について
お話しさせていただきます。
話の流れとしましては、最初に、日本の気候変
動の知見の収集や発信が、どうなっているかをご
案内させていただき、その後、最新の知見を、グ
ラフを用いながら紹介させていただきます。最後に、
気象庁が気候変動対策への一層の貢献を目指して、
情報の発信や将来の姿、また、その実現に向けた
取組を紹介させていただきます。
本題に入る前に、地球温暖化がどれくらい進ん
でいるのかと、海岸の保全での対応を概観するた
めのスライドを２つ用意してきましたので、それ
ぞれ紹介させていただきます。

グラフで見る、日本の気候変動
 【異常な高温】2024年は、年平均気温偏差が+1.48℃、平均海面水温が+1.44℃と
いずれも統計開始以降最も高い値。
– 海面水温には十年規模の変動が見られる。近年は2000年ごろに極大、2010年ごろに極小と
なった後、上昇している。

 【長期変化傾向】年平均気温は、100年当たり1.40℃の割合で上昇、平均海面水温
は100年当たり1.33℃の割合で上昇。
– 世界平均と比べて、高い上昇率。

ー：各年の平均気温の基準値からの偏差
（基準値は1991〜2020年の30年平均値）
ー：偏差の5年移動平均値
ー：長期変化傾向

日本の年平均気温偏差の経年変化（1898〜2024年）

日本近海の全海域平均海面水温（年平均）の平年差の推移
（1908〜2024年）
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ここには日本の気候変動を見るための図を２つ
持ってきました。
気象庁で観測結果に基づいて解析した結果を図
示したもので、左側が日本の平均気温、右側が日
本の近海の海面水温の値になっています。
左側の日本の気温の推移は、どこかで必ず皆さん

は１度は見たことがあると思っておりますが、私、
気象庁の職員がお話ししていますので、少し小ネタ
も挟みながら一緒にグラフを見ていきたいと思います。
まず、気候というのはある程度長い期間の平均
状態を表します。ここでは、長期間にわたる温室
効果ガスの増加による変化を見るために、横軸を
100年以上と長く取ったグラフでして、点は１年の
気温を表します。気温は毎日毎日観測しているの
ですが、その１年間の結果が１つの点で表されて
いることになります。
気候は常に一定ではありません。これは皆さんの

実感のとおりだと思います。グラフでみられるように
変動しています。長期的に見て、この100年以上にわ
たって見てみますと、気温は上昇していると、地球
温暖化が進行してきたということが見て取れます。
赤色直線として補助線を引いておりますが、こちら
で傾きを見ますと、100年当たり1.40度上昇となります。
日本の気温を求める際に、計算に用いる地点の
選定で工夫をしています。
まず、気温には自然の揺らぎがある中で、地球
温暖化の進行を長期的に見てどの程度上がってい
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るかに関する、先ほど示した数字を求める際には、
都市化による影響の比較的小さい国内地点を選ん
でいます。また、できるだけ長期間から傾向を見
いだすために、1898年から観測を継続している地点、
あとは、特定の地域に偏らないように地点を選ん
でいるということになります。
地域の計画を立てる際には、我が町の気温がど
うなっているかについて、同じようなグラフを描
くことはあると思いますが、その場合は、ここに
ある変化とはちょっと違った、地域ならではの特
徴が表れる可能性はあります。先ほど申し上げた都
市化の影響とか、そういったものはあると思います。
もう一つ、ここ最近に目を向けますと、赤線か
ら離れていることが分かっていただけると思います。
近年は高温年が多くて、2023年、2024年と連続して、
これまでの最高記録を塗り替えてきたというとこ
ろがあります。また、今年の夏も、ご記憶に新し
いように、暑かったですが、夏に関しては３年連
続で記録更新でした。
海洋も大気と同様に、温暖化の進行が見られ、
記録の更新があります。
右図の特徴的な点は、まず1940年、このあたり、
値がプロットされていません。船による直接観測
を用いて点を打っているわけですけれども、この
期間、戦中また戦後に関しては数が少なく、あえ
て点を打たず解析ができないということです。
もう一つ特徴的な点は、10年程度の周期の変動が
海洋にはあるというところです。それでも長い目で
見れば、100年当たり傾きでいくと1.33度上昇になり
ます。こちらは、日本のこの傾きは世界と比べて高
い上昇率であるということと、都市化の影響が小さ
いところの気温と海洋の傾きで上昇量を見ますと、
ほぼ同程度ということが見て取れると思います。

日本の海岸保全における気候変動への対応

○「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方」提言（令和2年7月）の概
要より抜粋
 パリ協定の目標と整合するRCP2.6（2℃上昇に相当）を前提に、
影響予測を海岸保全の基本計画や設計に反映し、整備等を推進。

 広域的・総合的な視点からの取組は、平均海面水位が2100年に1m
程度上昇する悲観的予測（RCP8.5（4℃上昇に相当））も考慮
し、長期的視点から関連する分野とも連携することが重要。

○海岸保全基本方針（令和2年11月）より抜粋
海岸の保全に当たっては、（中略）気候変動の影響による外力の長
期変化等を調査、把握し、それらを十分勘案して、災害に対する適切な
防護水準を確保する。

○気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の設計外力の設定方法等
について（令和３年８月）より抜粋
具体的な計画外力の検討に当たっては、気候変動予測には不確実性
があること、また、関連した研究成果の更なる蓄積が期待されることなどを
踏まえ、最新のデータ及び知見等をもとに検討するよう努め、・・・
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日本の気温や海面水温で見ました、こうした気
候変動も踏まえた海岸の保全につきましては、海
岸保全に携わっている皆様のご尽力により進めら
れているところです。
先ほど森先生も触れられていましたとおり、令
和２年に提言が行われまして、その後すぐ、同じ
年には基本方針が示されます。また、既に設計外
力の設定方法といった具体までもが示されている
という状況です。
ここで、気候変動を踏まえる、もしくは見込む
とした場合、押さえておきたい点としては、将来
の温暖化の進行具合は温室効果ガスの排出に依存
するため、どの排出シナリオに沿って対策をする
かというのがキーになる点です。先ほどの森先生
と同じ話になりますが、この方針では、２℃上昇
シナリオと、また４℃上昇シナリオが取上げられ
ているということで、２℃上昇シナリオを前提に、
ここでは「悲観的予測」と名づけられています４
℃上昇シナリオも考慮ということになっています。
あとは、具体的な設計方法の検討では、気候変
動予測には不確実性があるということと、最新の
データ及び知見を基に検討していくということが
ありますので、ここから本題に入らせていただき
ますが、気候変動、特に日本の気候変動の最新の
知見の収集と発信はどうなっているかという話に
移りたいと思います。

 日本及びその周辺における大気中の温室効果ガスの状況や気候システムを構成する諸要素（気温や降水、海面水位、海水温な
ど）を継続的に観測して長期変化傾向を把握

 IPCCなどと同じシナリオを用いて、日本の気候システムを構成する諸要素の将来予測を実施
 国、地方公共団体及び事業者等の気候変動対策に資するよう、上記の気候変動情報を提供

 地球温暖化対策推進法
第3条国の責務

1. 国は、大気中における温室効果ガスの濃度変化の状況並びにこれに関連する気候の変動及び（略）を把握するための観測及び監視を行う
4. 国は、地球温暖化及びその影響の予報に関する調査、（略）を実施するとともに（略）
5. 国は、（略）観測及び監視の効果的な推進を図るための国際的な連携の確保、（略）調査及び研究開発の推進を図るための国際協力
その他の地球温暖化に関する国際協力を推進するために必要な措置を講ずるように努める（略）

 気候変動適応法
第3条国の責務

1. 国は、気候変動、（略）に関する科学的知見の充実及びその効率的かつ効果的な活用を図るとともに、（略）
2. 国は、気候変動適応に関する施策の推進を図るため、並びに地方公共団体の気候変動適応に関する施策の推進並びに事業者、国民又は
これらの者の組織する民間の団体（以下「事業者等」という）の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業活動の促進を図るため、気
候変動等に関する情報の収集、整理、分析及び提供を行う体制の確保その他の措置を講ずるよう努めるものとする。
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気候変動対策とその根拠となる科学的知見の充実・活用

長年長年の長年の気象・海洋観測気象・海洋観測から長年長年長年の気象・海洋観測気象・海洋観測気象・海洋観測
把握
気象・海洋観測気象・海洋観測

把握把握把握した
気象・海洋観測気象・海洋観測気象・海洋観測気象・海洋観測から気象・海洋観測気象・海洋観測気象・海洋観測気象・海洋観測気象・海洋観測
したしたしたしたした変化傾向

RCP 2.6 RCP 8.5

文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省と文部科学省文部科学省と協力協力して

RCP 2.6

文部科学省文部科学省文部科学省
算出
文部科学省
算出算出算出した

RCP 8.5

文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省と協力協力協力協力してしてして文部科学省

RCP 8.5RCP 8.5

文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省

RCP 8.5
したしたしたしたしたしたした将来予測 有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会

（気候変動
有識者懇談会有識者懇談会

（気候変動に
有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会

（気候変動に関
有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会

関関する
有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会有識者懇談会

するする懇談会）（気候変動
の

（気候変動（気候変動（気候変動に関関関関するするする懇談会）懇談会）（気候変動（気候変動（気候変動に関関関
ののののの助言

気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセットや気候予測データセット
報告書
気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセット
報告書報告書「日本
気候予測データセット気候予測データセット

「日本「日本の
気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセットや気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセット気候予測データセット

「日本の気候変動」「日本「日本
の

「日本「日本「日本「日本「日本「日本「日本「日本のの気候変動」気候変動」気候変動」気候変動」気候変動」「日本「日本「日本「日本の
ののの公表

気候変動適応法（2018年6月成立、12月施行）
法制化により、地方公共団体等における具体的な適応策の検討・実施の動きが加速

地球温暖化対策計画（最新の計画は2025年2月閣議決定）
温室効果ガスの削減目標を設定するなど、地球温暖化の進行を抑えるための取組（緩和策）を推進

国は、気候変動、（略）に関する科学的知見の充実及びその効率的かつ効果的な活用を図るとともに、（略）国は、気候変動、（略）に関する科学的知見の充実及びその効率的かつ効果的な活用を図るとともに、（略）

気候変動適応計画（最新の計画は2023年5月閣議決定）
気候変動適応に関する今後おおむね5年間の基本戦略・基本的方向性を示す

まず、我が国の政府が気候変動対策を積極的に
進めています。この原動力となっているのは、こ
こにあります気候変動適応法などの法律と計画です。
科学的知見でも特に自然科学的知見については、
どういったプロセスで収集また発信しているかと
いいますと、中段の赤枠にありますとおり、日本
及びその周辺における大気中の温室効果ガスの状



特 別 講 演

19

況、また、気候システムを構成する気温、降水、
海面水位等を継続的に観測して、先ほどのような
長期変化傾向を把握する。あとは予測で、排出シ
ナリオを用いて将来の予測の実施もありますが、
予測技術を高度化していくというのも重要な点だ
と思っています。
あとは、こうしたものを取りまとめて提供する
ことです。森先生をはじめとする有識者の検討会
を立ち上げて助言をいただきながら、先ほども登
場しました気候予測データセット、また報告書と
しては「日本の気候変動」、こうしたものが公表さ
れ、誰もが手に入るということです。この気候予
測データセットの中にd4PDFが含まれるというこ
とです。

 日本及びその周辺を主な対象として、気温や降水など気候の諸要素に観測/予測される
様々な変化（=気候変動）をまとめた報告書

 気候の変化傾向と将来予測という基盤的な情報を提供することで、国、地方公共団体、
事業者等における気候変動対策の検討・決定を支援
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報告書「日本の気候変動」（文部科学省・気象庁）

気候変動気候変動を気候変動を考慮考慮した気候変動気候変動気候変動
各分野
気候変動気候変動気候変動
各分野各分野各分野各分野各分野の

考慮考慮考慮したしたを考慮考慮考慮考慮を考慮考慮
各分野各分野各分野ののの施策

考慮考慮したした考慮
施策施策施策施策施策

産業活動

地域気候変動地域気候変動
適応計画

気候変動気候変動
適応計画

事業戦略・計画事業戦略・計画
CSR

事業戦略・計画事業戦略・計画
CSRCSR活動

各省庁各省庁の各省庁のの施策施策や施策施策やや計画施策施策施策施策施策やや計画計画計画計画計画
指針指針指針指針指針等で等で等で等で等で等で等で参照

大気・海洋の観測・解析

気候気候ののの変化変化に変化に関関関関関する気候気候
様々
気候
様々様々様々な

の変化変化変化変化に関関関関するするののの変化のの
ななななな研究成果・評価

文部科学省研究プログラム文部科学省研究プログラム文部科学省研究プログラム文部科学省研究プログラム文部科学省研究プログラム
社会実装プログラム

IPCC IPCC IPCC IPCC IPCC 報告書
NEW

本編、詳細編、概要版本編、詳細編、概要版本編、詳細編、概要版
都道府県別リーフレット

気候変動
影響評価
報告書

気候変動

気候変動影響の総合的な
評価についての報告書

気候変動適応法に基づき、
環境省が概ね5年ごとに作成

啓発啓発活動啓発啓発啓発
で
啓発啓発啓発啓発啓発活動活動活動活動啓発啓発啓発啓発啓発活動
ででででで利用

地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体の地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体
施策
地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体
施策施策施策施策施策施策施策施策や
地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体
施策施策やや計画
地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体

計画計画等で
地方公共団体地方公共団体地方公共団体のの地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体の

等で等で等で参照

国国国のの指針等指針等を指針等をを踏踏踏まえたまえたまえた事業実施

このスライドでは、その報告書を紹介させてい
ただきます。こちらに関しては文部科学省と気象
庁が取りまとめた報告書になります。
中央にイメージ図があります。2020年に公開さ
れたものが最初の報告書で、その後継となるもの
が今年の３月に公開された「日本の気候変動
2025」になります。
気候変動適応法が施行されてからは、「気候変動
影響評価報告書」の作成、適応計画が策定され、
また、地方・地域での計画が作成されています。
また、各分野でも各種の計画が見直されたりと進
んできたところですが、こうした報告書や計画を
作成するに当たっての指針では、この「日本の気
候変動」が引用されたり参照されたりします。
今回、「日本の気候変動2025」は３月に公開した
のですが、こちらは、「気候変動影響評価報告書」
のインプットとなるような時期に発行したという
タイミングになります。「気候変動影響評価報告書」
はこの冬に新しいものが出ると聞いております。

 気候変動が日本に与える影響を科学的知見に基づき総合的に評価した報告書
– 総説：各分野における気候変動影響の概要に加えて、気温や降水量などの観測結果と将来
予測、影響の評価に関する今後の課題や現在の政府の取組のまとめ

– 詳細：各分野における気候変動影響に関する詳細な内容等を記載

「気候変動影響評価報告書」（環境省）
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• 最新の報告書は、令和２年12月公
表のもの。次期報告書は令和7年度
に公表の予定。

• 総説の第２章「日本における気候変
動の概要」は、「日本の気候変動
2020」等の知見に基づくもの。

• 日本における気候変動による影響及
び評価結果は、７つの分野（農業・
林業・水産業、水環境・水資源、自
然生態系、自然災害・沿岸域、健
康、産業・経済活動、国民生活・都
市生活）別に記載されている。

• 海岸保全に係るものは分野「自然災
害・沿岸域」にある。右図は、「詳細」
の図3-5「気候変動により想定される
影響の概略図（自然災害・沿岸域
分野）」に赤点線枠を加えたもの。

その影響評価報告書は環境省によりまとめられ
ているものです。こちらを簡単に紹介させていた
だきますと、こちらは、日本に与える影響を総合
的に評価した報告書になりまして、総論と詳細か
ら成るというものです。
こちらの総論の２章のところに「日本における
気候変動の概要」がありまして、現行のバージョ
ンは令和２年に出たものですから、「日本の気候変
動2020」等の知見に基づく内容がここでも書かれ
ているとなっています。
海岸保全に関わる影響は、分野「自然災害・沿岸
域」にまとめられていまして、こちらの図はそこに
あった図を持ってきたものです。こちらに、海面
水位の上昇と強い台風発生割合の増加によって海
岸侵食や高潮等の増大が引き起こされて、施設等
への影響がありますといったことがフローチャー
トという形で示されているところです。
最新版はこの冬に出ると聞いております。

報告書「日本の気候変動2025」
令和7年3月26日公表

ここからは、「日本の気候変動2025」に載ってい
る最新の知見について紹介させていただきます。
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 日本における気候変動に関し、観測結果（過去～現在）と
将来予測（未来）を取りまとめた資料

– 文部科学省及び気象庁が、有識者の助言を受けながら作成
– 日本及びその周辺における諸要素の観測結果と将来予測
– 将来の気候は、2℃上昇シナリオ（パリ協定の2℃目標が達成さ
れた世界に相当）及び4℃上昇シナリオ（追加的な緩和策を取ら
なかった世界に相当）に基づき予測

– 気候変動対策の立案・決定や普及啓発活動などでの利用を想定
 以下の資料で構成

– 本編
– 詳細編
– 概要版（プレゼンテーション形式）
– 都道府県別リーフレット

※補助資料として、解説動画や素材集も掲載
 公開ページ：

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/index.html
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「日本の気候変動2025」の概要

本編 詳細
編

１ はじめに
２ 気候変動とは（概観）
３ 大気組成等（温室効果ガス）
４ 気温
５ 降水
６ 降雪・積雪
７ 熱帯低気圧
８ 海水温
９ 海面水位
10 海氷
11 高潮・高波
12 海洋酸性化

（コラム
扱い）

13 大気循環
14 海洋循環

章構成

このほか、
• 1.5℃/3℃上昇で起こる将来変化
•水災害への取組み
•地域気候変動適応センターにおける取組み
•気候予測データセット2022
などに関するコラムも掲載

日本の気候変動2025

章の構成は、右の表のとおりです。２章に「気
候変動とは」といった全体のまとめがありますので、
まずはこちら見ていただくと分かりやすいと思い
ます。３章以降は要素ごとになっています。
４章の気温のところは先ほどグラフにて示した
内容が書かれています。章の中に節が設けられて
いまして、観測に基づく部分が１節、その後に将
来ということで、観測と将来予測が一遍に手に入
るというような構成になっています。
観測結果は、出来るだけその観測期間のある結
果を載せています。将来予測に関しては、先ほど
登場した２℃上昇シナリオ、４℃上昇シナリオに
基づいて書かれております。
こちらの報告書は、対策の立案・決定、普及啓
発などに使っていただくということを目的にして
おりますので、特に地方公共団体の方々にもご意
見いただいて、それを反映して作ってきたという
ところがあります。
報告書は本編、詳細編、概要版から成っており、
自治体の方の意見も取り入れさせていただいたと
ころとしては、例えば概要版に関しては文字を少
なく図等を多く、また、そのまま講演でも使える
ように、普及活動にも使えるようにとして、プレ
ゼンテーション形式で25枚ぐらいになっています。
取っつきやすいものとしています。
本編は86ページ、詳細編は読み応えある400ペー
ジぐらいありますが、こちらについても意見を反
映させておりまして、例えば本編であれば、気候
変動の背景や理解の助けになるようなコラムを追
加したり、詳細編は用語集も含んでいるところ、
そこに振り仮名を振ったりといったことで仕上げ
をしております。
都道府県の値、東京都であれば観測地点東京の

観測結果も載せた資料、リーフレットという形を
用意しています。
もう一つ、この概要版に基づく気候変動の内容
を解説する動画も用意しています。５分程度と短
く、気象キャスターと気象庁職員が対話しながら
のもので、講演の仕方等にも参考にもなると思い
ます。
もう一つポイントだと思っていますのは、素材
も公開しています。報告書に載せた図そのものも
画像ファイルとして取れますし、プロットした観
測値の数字自身はCSV形式でも取得できるという
ことです。皆さんの公開資料に活用いただけると
思っています。
全て電子形式で公開ページからたどれるように
なっていますので、ぜひご活用ください。
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こちらの図は２章に載せているものになります。
全体の要素と気候変動と大気・海洋の要素の変化
を、一目で分かるような図になっています。
18世紀中頃の工業化以降の人間活動に伴って温
室効果ガスは増加しております。そのガスの性質
によって、地表からの赤外線を吸収し再放出する
ことで、気温が上がっているということです。
左側の海があるところで見ますと、気温が上がる、
地球温暖化が進むことで海水温も上がっていると
いうことです。海面水位に注目しますと、気温が
上昇することによって陸の氷は融け出すのと、水、
海水自身の性質によって膨張し水位が上がってい
くということです。
あと、台風は水蒸気をエネルギーにしておりま
すから、気温が上がることで大気中に含み得る水
蒸気の量が増えるということで、台風自身の強度
というのは強まる。ですから、よりシビアな高潮・
高波が、この水位の上昇と相まって、浸水リスク
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を引き起こすということです。
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 日本沿岸の平均海面水位について、1980年代以降は上昇傾向が現れている。
 1906年からの全期間を通して、地球温暖化に伴う変化とは別の、10年から20年周期の変動（十年規模の変
動）が見られる。

 地盤上下変動を補正したデータでは、平均海面水位が2004年から2024年の間に1年当たり3.4 mm上昇してい
る。

全国4地点又は16地点の日本沿岸の海面水位の推移（1906〜2024年）
〇：日本沿岸4地点の平均水位、－：その5年移動平均値
△：その4地点を含む総計16地点の平均水位、－：その5年移動平均値
※ いずれも縦軸の目盛は図の左側（1991〜2020年の平均値との差）

－：世界平均水位
※縦軸の目盛は図の右側（1991〜2020年の平均値との差）
※豪州連邦科学産業研究機構（CSIRO）気候科学センターの世界平均解析値

ある地点の地盤高が下がると、相
対的にその地点の海面水位が上
昇し、浸水の被害を受けやすくな
る。
日本は、世界的に見て地盤上下
変動が大きいため、地盤高の長
期変化を加えた相対的な海面水
位上昇量の評価が重要である。

！

これから一つ一つの要素を見ていきますが、こ
ちらが海面水位の観測結果になります。
グラフの見方は冒頭と同じですが、色にてプロ
ットの内容が変わっていまして、赤線のある1960
年以降に関しては16地点、青色のより古い期間に
関しては４地点でプロットしています。長い目で
見ますと、なかなか長期変化傾向というのは見て
取れないということと評価しております。むしろ
10年から20年周期の変動が見て取れるとなってお
ります。
ただ、1980年以降に注目しますと、上昇傾向が
現れています。

1111

海域や先ほどの上昇している期間に注目して表
にしたものがこちらになります。上が1970年から
2018年、下が2006年から2018年です。各海域は、
地図に示すⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳとなっています。
期間が短く、領域も狭めますと、ここの括弧で
表す誤差、観測の幅というものは大きくはなりま
すが、近年上昇という海域が多く、日本域平均で
見ますと、やはり最近は上昇しているというのが
見て取れます。こちらの上昇の大きさも、世界平

均と比べて、概ね整合的な結果になっているとい
うことです。
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 日本沿岸の平均海面水位は21世紀中に上昇し続けると予測される《確信度が高い》。
 上昇幅に顕著な海域差は見られない。

 近未来（2031〜2050年の平均）には、2℃上昇／４℃上昇シナリオの下では0.17 m上昇／0.19 m上昇する
と予測される。
 可能性の幅（17〜83%）は、それぞれ0.14 m〜0.21 m、0.16 m〜0.24 mである。

 21世紀末には、2℃上昇／４℃上昇シナリオの下では0.40 m上昇／0.68 m上昇すると予測される
 可能性の幅（17〜83%）は、それぞれ0.30 m〜0.55 m、0.56 m〜0.88 mである。

2℃上昇シナリオによる予測
パリ協定の2℃目標が達成された世界で生じ得る気候の状態

4℃上昇シナリオによる予測
追加的な緩和策を取らなかった世界で生じ得る気候の状態

日本沿岸の
平均海面水位※ 約＋0.40 m 約＋0.68 m
【参考】世界の
平均海面水位※
（IPCC, 2021）

（約＋0.44 m） （約＋0.77 m）

長期的な平均海面水位の上昇は、高潮や高波による影響を底上げすることに
つながるため、浸水リスクを増加させると予測される。

！

※ SSPシナリオに基づく予測結果。
「日本沿岸の平均海面水位」は2081〜2100年の平均値を1986〜2005年の平均値と比較したもの、
「世界の平均海面水位」は2100年時点の予測値を1995〜2014年の平均値と比較したもの。

参考文献
IPCC, 2021: Climate Change 2021: The Physical Science Basis. Contribution of Working Group I to theSixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change [Masson-Delmotte, V., P.Zhai, A. Pirani, S.L. Connors, 

C. Péan, S. Berger,N. Caud, Y. Chen, L. Goldfarb, M.I. Gomis, M.Huang, K. Leitzell, E. Lonnoy, J.B.R. Matthews,T.K. Maycock, T. Waterfield, O. Yelekçi, R. Yu, and B. Zhou (eds.)]. Cambridge University Press, Cambridge, United 
Kingdom and New York, NY, USA, 2391 pp., https://doi.org/10.1017/9781009157896.

本スライドにおける「将来予測」は、特段の説明がない限り、日本全国について21世紀末の予測を20世紀末の予測と比較したもの。

海面水位の将来予測になります。
日本沿岸では、２℃上昇シナリオと４℃上昇シ
ナリオに分けて書いています。近未来では、２℃
上昇シナリオで 0.17 m、４℃上昇シナリオで 0.19 m
上昇するとしていますが、21世紀末では、２℃上
昇シナリオ、４℃上昇シナリオでそれぞれ 0.40 m、
0.68 m上昇すると予測されています。
ここでのポイントは、近未来ではシナリオの差
がそれほど大きくない。この誤差幅を見ても差が
大きくないのですが、将来、21世紀末に関しては
幅が大きくなるというところです。
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 高潮：日本沿岸における発生数や大きさには年ごとの変動が大きいものの、1950年から現在までの期間におい
て長期変化傾向は確認できない。
 台風の上陸数や強度、上陸地点等で大きく変化するほか、港湾構造物による地形変化等の要因でも変
化するため、気候変動に伴う高潮の変化傾向を評価するのは難しい。

 高波：日本周辺における高波の波高に上昇傾向が報告されている。
 ただし、地球温暖化によるものか自然変動に由来するものかについて見解の一致は得られていない。

（a）1960年代以前から観測している気象庁の検潮所50地点で各年に観測された高潮（潮位偏差）の最大値（1 m以上）を示す
（痕跡に基づく推定値も含む）。

（b）気象庁の検潮所50地点において顕著な高潮（ここでは、毎正時の潮位偏差が1 m以上である事象を「顕著な高潮」として扱ってい
る）を観測した回数を示す。

高潮・高波についてです。
高潮の観測結果です。
日本沿岸における発生数や大きさは、年ごとに
変動が大きいものの、1950年から現在までの期間
においては長期変化が見られないとしています。
左図が、日本の50地点で観測された高潮の最大
値をプロットしたものですが、期間の中頃は少な
いということで、長期変化傾向は見て取れないと
いうことになっております。
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一方で、顕著なもの、例えば2.5メートル以上を
もたらしたときの事象を見ますと、いずれも台風
がもたらしています。高潮は台風の上陸数や強度
等で大きく変化するということが分かっております。
高波に関しては、日本周辺における高波の波高
による上昇傾向が報告されていますが、上昇傾向
は観測としては分かっているものの、原因が自然
変動に由来するものかについての見解の一致は得
られていないというところです。

1515本スライドにおける「将来予測」は、特段の説明がない限り、日本全国について21世紀末の予測を20世紀末の予測と比較したもの。

「日本の気候変動2025」本編の図11-2.1「既往文献に基づく
三大湾の最大潮位偏差の平均値（記号）と分散（バー）」参照

「日本の気候変動2025」本編の図11-2.2「台風による極端波高（10
年確率値）の将来変化」参照

参考文献
森信人，福井信気，志村智也，2020：気候変動を考慮した我が国の三大湾の高潮最大潮位偏差についての研究レビュー．土木学会論文集 B2(海岸工学)，76巻1号，1–6，https://doi.org/10.2208/kaigan.76.1_1.
Shimura, T., N. Mori and H. Mase, 2015: Future projections of extreme ocean wave climates and the relation to tropical cyclones: Ensemble experiments of MRI-AGCM3.2H. Journal of Climate, 

28(24), 9838 – 9856, https://doi.org/10.1175/JCLI-D-14-00711.1.

 高潮：日本の三大湾（東京湾、大阪湾、伊勢湾）の高潮は大きくなる（最大潮位偏差は平均的に0.5〜1.5 
m上昇）と予測される《確信度は中程度》。
 大阪湾では、台風の将来変化に応じて、小規模な高潮の発生頻度は減少するものの、低頻度かつ大規模な高潮の発生頻
度は増加することが予測される。

 大阪湾では、2020年から2050年までに可能最大高潮は約0.5 m増加すると予測される。
 大規模な高潮について、東京湾より西の太平洋側のいくつかの地点では大きな変化があるものの、茨城県より北の太平洋側と
日本海側では今のところ顕著な増加傾向は確認できない。

 高波：日本沿岸では平均波高は低くなると予測される《確信度は中程度》。
 台風による極端な波高は多くの海域で高くなるが《確信度は低い》、台風経路予測の不確実性及び自然変動の大きさか
ら予測が難しい。

将来予測については、実情としまして、日本の
三大湾の高潮は大きくなるという研究が進んでい
ることで、このことが評価されております。
第一項目の大阪湾の事例は先ほど森先生からお
話があった内容ですが、第三項目の大規模な高潮
については、東京湾より西の太平洋側が幾つかの
地点では大きな変化、この三大湾のことなんですが、
こちらの結果としては整合的です。
もう一つ、茨城県より北の太平洋側と日本海側
では今のところ顕著な増加傾向は確認できていな
いと、こうした研究もありますので載せていると
ころです。
高波に関しては、先ほど森先生からありました
通り、平均波高は低くなる。南北の気圧傾度が弱
くなって風も弱くなるということで、こちらはこ
のように考えられているところ、実際、観測結果
との整合性という意味では確認が取れていないと
いうことで、確信度としては中程度という評価です。
特に顕著な波高については、先ほど森先生からあ
った図と同じもので、台風に依存するというとこ
ろになります。
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【観測結果】
 台風の発生数、日本への接近数に長期的な変化傾向は
確認できない。
 過去40年で太平洋側に接近する台風が増えていると示す研究
もある（Yamaguchi and Maeda, 2020）。

 日本付近の台風は、強度が最大となる緯度が北に移動
（IPCC, 2021）。

【将来予測】
 日本付近の個々の台風強度は強まると予測《確信度は中程
度》 。
 地球温暖化に伴う水蒸気量の増加や海水温の上昇が影響するため
と考えられる。

 台風に伴う降水量も増加すると予測《確信度は中程度》 。

台風の発生数・接近数・上陸数の経年変化（1951〜2024年）
細実線で結ばれた点：各年の数
太実線：5年移動平均
破線：平年値（1991〜2020年の平均値）

強度と大きさは異なります。
大きくなるかは、まだよく分かっていません。

！

！

本スライドにおける「将来予測」は、地球温暖化に伴う台風の変化を解析した様々な研究結果に基づいて記載。

台風に伴う発達した積乱雲の下では、
落雷、ひょう及び竜巻などの激しい気象
現象もしばしば発生。
それら個々の将来変化を評価すること
は困難だが、一般論として、台風の強
度が増加すれば、それらが発生するリス
クも増加する可能性があると考えられる。

参考文献
Yamaguchi, M. and S. Maeda, 2020: Increase in the Number of Tropical Cyclones Approaching Tokyo since 1980. Journal of the Meteorological Society of Japan, 98(4), 775 − 786, https://doi.org/10.2151/jmsj.2020-039.
IPCC, 2021: Climate Change 2021: The Physical Science Basis. Contribution of Working Group I to theSixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change [Masson-Delmotte, V., P.Zhai, A. Pirani, S.L. Connors, 

C. Péan, S. Berger,N. Caud, Y. Chen, L. Goldfarb, M.I. Gomis, M.Huang, K. Leitzell, E. Lonnoy, J.B.R. Matthews,T.K. Maycock, T. Waterfield, O. Yelekçi, R. Yu, and B. Zhou (eds.)]. Cambridge University Press, Cambridge, United 
Kingdom and New York, NY, USA, 2391 pp., https://doi.org/10.1017/9781009157896.

その台風の変化傾向に関しては、ここでは観測
にあります発生数と接近数・上陸数を持ってきて
おりますが、こちらも長期変化は見て取れないと
いうことになります。
ただ、過去40年で太平洋側に接近する台風とい
うのは増えていることを示す研究もあります。
強度に注目すると、最大となる緯度が北に上が
っているという結果が見て取れるという報告もあ
ります。
将来予測に関しては、日本付近の個々の台風の
強度は強まると予測されています。こちらは、水
蒸気量の増加、海水温の上昇が影響するためと考
えられております。
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再掲

再掲の図にて将来予測を見返しますと、海面水
位に関しての不確実性としては、陸にある氷の融
け出す速度には不確実性があります。
もう一つは、海面水位は海流の影響も大きく受
けますので、ローカルな海流の影響という点も不
確実性があります。ただ、全体として見れば、水
位が上昇するという予測そのものは確度が高いと
いうことです。
高潮・高波に関しては、台風の動向の影響が強
く、幅のある予測になります。
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今後の取組について
気候変動情報の高度化

これから、気象庁が一層の貢献のために、どういっ
た取組をしようとしているかというのをご紹介します。

こ
れ
ま
で

将

来

様々な条件下で今世紀末の状況を予測し比較することで、その悪影響を最小限に抑える「気候変動適応」の検討に貢献
我が国の気候変動の観測成果と将来予測を発表（主に刊行物等）。ターゲットは「今世紀末」。
２週間先までの顕著な高温、低温や、エルニーニョ現象等の地球規模の大気や海洋の現象を踏まえた６か月先までの予報は、

毎日～毎月の頻度にて発表。

○年夏 10年先 30年先前世紀末 今世紀末

行政・事業経営における
多くの実施計画のスパン
に適う

今世紀中の気候の変化、
極端現象の発生頻度等
の変化から、気候変動の
影響度合の変化の把握、
整備等のタイミング判断
が可能になる

空

白

社会への裨益

現状 将来

今世紀末までをつなぐ 近未来予測情報の提供（検討中の案）

気候変動に対応した強靭な国土と活力ある社会の実現への、一層の貢献を目指す
数年・十年・数十年先等、今世紀末までをつなぐ大気・海洋の予測を発信 ※具体的な要素は今後検討

⇒ 数年～十年先は、国をはじめ自治体での行政や民間の行政・事業経営における多くの実施計画のスパンに適う新たな予測
 より多くの防災・社会インフラ整備等の計画策定や最適化、整備時期の判断や、多様な産業の時宜を得た計画策定に貢献

解像度を上げた数値データも提供 ※具体的な解像度は今後検討
⇒ 市町村単位のリスク管理に適う数値データ

 防災や農水産業などの社会経済活動での、ICTの活用による課題解決や新規ビジネスの創出等に貢献
これまで: 気象庁HPに掲載
例 「日本の気候変動2020」等
※ 天候のまとめ、季節予報等とは連

動していない

将   来 : 気象庁HPに掲載
※ 天候のまとめ、季節予報等と連動

し、高頻度に提供
数値データを提供
（使い方も解説）

※ 今世紀末までをつなぐデータを提
供し、利活用を促進

※ これらのデータ・情報を適切に活用
できるよう、使い方の解説を実施

※ 解説の一助として、予測データの
不確実性に関する情報も提供

※予測時期はイメージ
具体的な予測時期は今後検討

イメージイメージ イメージ

情報の新規提供・改善 - 将来像（イメージ）--

先ほどの地方公共団体からの意見聞き取りでは、
どういった情報が求められているかもいただいて
おり、21世紀末ではなくて近未来、21世紀末まで
を埋めるような10年先、30年先の結果が欲しいと
いうことから、我々、文科省の研究プログラムの
成果をなるべくキャッチアップしまして、現状空
白となっている部分を埋めていく。また、同じく
イメージ図のように、陸だけではなく海上、海岸
の情報も出していくということを考えております。

気候変動関連情報の発信強化 - 具体策 -

 「日本の気候変動2025」及び都道府県別リーフレット、解説動画等を活用した普及啓発
• 講演会、SNS、各種媒体、海洋気象観測船の一般公開、協議会や各種会議等の場で宣伝
• 情報の伝え手や利用者に向けた勉強会を開催（気象予報士・キャスター、報道機関、産業界等）

 活用しやすさのため、ツールや素材を充実
• 気候変動関連ホームページの整理（今年度に気象庁本庁ページを整理後、管区等サイトの内容も充実化）
• html版ページ及び素材集を公開し、活用しやすさを向上

「日本の気候変動2025」を活用した広報・利活用促進

 利活用促進・要望把握のための対話・検討の実施
• 気候情報の応用利用促進や要望把握等のために開催してきた
ユーザーとの対話・検討について、今後は、テーマを「気候変動の
将来予測の利活用」まで拡張し、また、幅広い産業界を対象に
して、ニーズ調査や先進的な活用事例の発掘を実施

 産業界との連携強化
• 従来の、気候変動適応施策を講じる行政機関との関係強化に
加え、企業等への拡がりに向け、経団連との取組も新たに計画

将来予測データのニーズ調査、活用における優良事例創出

気候情報の利活用促進等に関する会議 開催風景

こうした活動に向けては、まずは最新の知見で

ある「日本の気候変動2025」の広報・利活用を進
めています。また、高度化する情報を利用者に寄
り添ったものとなるように、対話をしております。
先ほどの海面水位の情報につきまして、建設業
者の方にもお話聞かせていただきますと、建設業
界では気候変動への対応はホットな話題となって
おり、水位数十センチ上がるというのはかなりシ
ョッキングな数字だという感想をいただいており
ます。どんな情報が出せるかという点を一緒に検
討する機会を含め、対話を継続していきたいこと
を思っています。また、活用するには、どのよう
に使ったらよいか、メリットがあるかがわかる事
例づくりというのも重要だと考えており、データ
活用機関とも連携して、優良な活用事例をぜひつ
くっていきたいと思っております。
こちらの写真は気象庁の検討会の様子です。デ
ータ活用機関との検討会を昨年度は果樹、今年は
電力をテーマに開いていおり、今後も様々な分野
の方と検討会を開いていきたいと思っています。

ご清聴ありがとうございました

日本の気候変動の観測結果と将来予測をまとめた「日本の気候変動2025」のほか
• 日本の「100年に一度の大雨」の降水量など、極端な現象に関する情報を
掲載している「極端現象発生頻度マップ」

• 海洋の状態、変動、変化の要因及び今後の見通しについて気象庁が分析
した結果とそれに関連するデータを掲載している「海洋の健康診断表」

等も掲載しています！

気象庁 気候変動ポータル

私からの話は以上です。ありがとうございました。




